
答申第１３１号（諮問第１３３号）

（１）「昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地を県が代位処理

して家督相続及び県へ寄付登記を行っている関係資料類一式(その時期まで公図に表

示されていなかった○○番地が、この時期に公図上に表示され近隣の筆界が変えら

れていることから、登記に当たっての現地付近の地図訂正（確認）資料を含む。）」

のうち、「用地課で管理している分」の公文書部分開示決定、

（２）「○○郡○○町大字○○字○○地区（現在国道○○号線）にかかる

１ 昭和３７年（前後）道路拡幅工事書類写真含む一式、

２ 昭和４７年（前後）道路拡幅工事書類写真を含む一式」のうち、

「用地課で管理している分」の公文書部分開示決定、

（３）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、

２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、

「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式（用地課で管理している分）」の公文

書部分開示決定、

（４）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、

２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、

「２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式（用地課で管理している分）」の公文書

不存在決定、

（５）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、

２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、

３ 昭和５３年に前記にかかる土地登記が行われているがその関係書類資料類一

式」のうち、「用地課で管理している分」の公文書部分開示決定、

（６）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、

２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、「用地課で管理している分」

の公文書部分開示決定、

に対する異議申立てに係る答申書

群馬県公文書開示審査会
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第１ 審査会の結論

群馬県知事が行った決定のうち、（１）、（３）及び（５）の公文書部分開示決定、

並びに（４）の公文書不存在決定は妥当であるが、（２）及び（６）の公文書部分開

示決定は妥当ではなく、回議用紙等も含めた公文書全体を特定して、改めて決定すべ

きである。

（１）「昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地を県が代位処理

して家督相続及び県へ寄付登記を行っている関係資料類一式（その時期まで公図に表

示されていなかった○○番地が、この時期に公図上に表示され近隣の筆界が変えられ

ていることから、登記に当たっての現地付近の地図訂正（確認）資料を含む。）」の

うち、「用地課で管理している分」（以下「本件公文書１」という。）

（２）「○○郡○○町大字○○字○○地区(現在国道○○号線)にかかる １ 昭和３７年

（前後）道路拡幅工事書類写真含む一式、２ 昭和４７年（前後）道路拡幅工事書類

写真を含む一式」のうち、「用地課で管理している分」（以下「本件公文書２」とい

う。）

（３）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、

「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道路

拡幅工事に伴う関係書類資料類一式（用地課で管理している分）」（以下「本件公文

書３」という。）

（４）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、

「２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道路

拡幅工事に伴う関係書類資料類一式（用地課で管理している分）」（以下「本件公文

書４」という。）

（５）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、３ 昭和

５３年に前記にかかる土地登記が行われているがその関係書類資料類一式」のうち、

「用地課で管理している分」（以下「本件公文書５」という。）

（６）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」のうち、

「用地課で管理している分」（以下「本件公文書６」という。）

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書開示請求

異議申立人（以下「申立人」という。）は、群馬県情報公開条例（以下「条例」と

いう。）第１１条の規定に基づき、群馬県知事（以下「実施機関」という。）に対し、

平成２３年３月１日付けで、以下（１）から（５）の開示請求（以下「本件請求」と

いう。）を行った。

（１）「昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地を県が代位処理
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して家督相続及び県へ寄付登記を行っている関係資料類一式（その時期まで公図に表

示されていなかった○○番地が、この時期に公図上に表示され近隣の筆界が変えられ

ていることから、登記に当たっての現地付近の地図訂正（確認）資料を含む。）」（以

下「本件請求１」という。）

（２）「○○郡○○町大字○○字○○地区(現在国道○○号線)にかかる １ 昭和３７

年（前後）道路拡幅工事書類写真含む一式、２ 昭和４７年（前後）道路拡幅工事書

類写真を含む一式」（以下「本件請求２」という。）

（３）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」（以下「本

件請求３」という。）

（４）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、３ 昭和

５３年に前記にかかる土地登記が行われているがその関係書類資料類一式」（以下「本

件請求４」という。）

（５）「１ 昭和３７年頃（前後）における○○郡○○町大字○○字○○番地にかかる道

路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式、２ 昭和４７年頃（前後）における○○郡○

○町大字○○字○○番地にかかる道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式」（以下「本

件請求５」という。）

２ 実施機関の決定

実施機関は、平成２３年３月１４日、本件請求に係る公文書が古く検索に時間を要

することから、条例第１９条第２項の規定による決定期間の延長を行い、当該公文書

を検索したところ、用地課（平成２３年４月１日付けの組織改正により監理課用地対

策室に変更）及び藤岡土木事務所において保有していたことから、それぞれ所属ごと

に次のとおり決定を行った。

（１）用地課分

実施機関のうち用地課は、平成２３年３月２５日、本件請求１から本件請求５に係

る公文書を、本件公文書１から本件公文書６であると判断し、本件公文書１から本件

公文書３、本件公文書５及び本件公文書６について公文書部分開示決定（以下それぞ

れ「本件処分１」、「本件処分２」、「本件処分３」、「本件処分５」及び「本件処分６」

という。）を行い、それぞれ公文書の一部を開示しない理由を別紙のとおり付して、

申立人に通知した。また、本件公文書４について、同日、公文書不存在決定（以下「本

件処分４」という。）を行い、不存在の理由を次のとおり付して、申立人に通知した。

（不存在の理由）

○ 請求のあった公文書については、用地課では管理していないため。

（２）藤岡土木事務所分

実施機関のうち藤岡土木事務所は、平成２３年３月２５日、本件請求に係る公文書

のうち、藤岡土木事務所が保有する分について、公文書不存在決定及び公文書開示決

定（以下「藤岡土木事務所決定」という。）を行った。

３ 不服申立て
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申立人は、行政不服審査法第６条の規定に基づき、平成２３年５月２７日付けで、

本件処分１から本件処分６を不服として実施機関に対し異議申立て（以下「本件異議

申立て」という。）を行い、併せて、藤岡土木事務所決定についても異議申立てを行

った。

４ 諮問

実施機関は条例第２６条の規定に基づき、群馬県公文書開示審査会（以下「審査会」

という。）に対して、平成２３年７月８日、本件異議申立て事案（以下「本件事案」

という。）及び藤岡土木事務所決定に対する異議申立て事案の諮問を行った。

第３ 争点

１ 争点１（本件請求に係る公文書の特定について）

本件請求に係る公文書として、実施機関が本件公文書１から本件公文書３、本件公

文書５及び本件公文書６を特定したことは妥当であるか。

２ 争点２（本件公文書４の公文書不存在決定について）

本件公文書４を不存在とした実施機関の決定は妥当であるか。

３ 争点３（条例第１４条第２号該当性）

本件公文書２及び本件公文書６で非開示とされた部分が条例第１４条第２号に該当

するか。

第４ 争点に対する当事者の主張

１ 争点１（本件請求に係る公文書の特定について）

（１）申立人の主張要旨

ア 異議申立てに係る処分のうち、部分開示決定については、他にも関係文書があ

ると思われることからその開示を求める。

イ 昭和３７年及び昭和４６、４７年の２回にわたる道路拡幅工事資料からみても、

それぞれ当時の現況と１回目と２回目の工事資料に矛盾がある。このようなこと

を行ったから、都合の悪い詳細資料について当時又は今回隠蔽していると考える。

ウ ○○番地の件は、調査によると旧赤道から拡幅後の新赤道に変更当時に筆界が

一部少し変えられ、その時にすでに○○番地の一部が県道から山側の旧道登り口

になっていたものを昭和３７年頃になって登記処理されたもので、現況と公図上

の位置・形状が異なる。昭和３７年前後、昭和４７年前後の拡幅に係わる実際の

測量図・現況地形図等の資料があればはっきりしたことである。

エ ○○について、昭和５３年登記処理資料は、説明からすると保管されているは

ずだが、昭和４７年当時土木事務所が誤った内容で作製し、地積測量図としては、

本来、要をなさない現況とも明らかに異なる関係資料が残っているのみで現状を

測量した資料等がない。

オ ○○について、道路拡幅に係わる昭和３７年当時と昭和４７年当時の同じ場所

の図が測量の長さなど大きく違っているものが保管されている。要をなさない地

積測量図で登記処理が行われ、つじつまが合わない資料のみ保管されている。現

況等に基づく正しい資料はないのか。尺度の違う公図上で処理し測量を行わなか

ったのか。元の正しい公図や現況とも違い、意図的に作られた資料しかなぜ開示

しないのか。公に出来ない何かが残っているのではないか。
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（２）実施機関の主張要旨

本件公文書１から本件公文書３、本件公文書５及び本件公文書６については、実

施機関で保管する潰地調書を調べたところ、昭和３７年度、昭和４５年度から昭和

４７年度及び昭和５４年度の各年度の簿冊の中に本件請求に該当する場所及び年度

の文書が保管されていたため、非開示情報と認められる情報を除いて部分開示決定

した。なお、保存文書目録に記録がない文書について、執務室の書棚のほか、書庫

や文書館等も含めて関係書類を探索したが、部分開示決定をした文書以外に本件請

求に該当する文書は保管していない。

２ 争点２（本件公文書４の公文書不存在決定について）

（１）申立人の主張要旨

異議申立てに係る処分のうち、不存在決定については処分を取り消し、全部開示

することを求める。昭和３７年代、昭和４７年代と２回にわたる工事で測量しない

わけがなく、その資料は当然あったはずである。

（２）実施機関の主張要旨

本件公文書４については、実施機関で保管する潰地調書を調べたところ、該当す

る場所及び年度の文書が保管されていなかった。また、保存文書目録に記録がない

文書について、執務室の書棚のほか、書庫や文書館等も含めて関係書類を探索した

が、本件公文書４に該当する文書は保管されていないため、不存在決定とした。

３ 争点３（条例第１４条第２号該当性）

（１）申立人の主張要旨

昭和４５年度の○○さんとの契約資料の中で「物件その他通常受ける損失補償の

表示」中の地番・種類は開示すべきではないか。黒塗りされていては、○○さんと

契約したというだけで、どこの何を契約したか当時の現地を知る人しか分からない。

地元住民は、当該倉庫がどこに建っていて、どのような建物で、誰が所有していた

かは近隣では公の事実として承知していたことである。その補償金額の開示を求め

ているものではない。

（２）実施機関の主張要旨

部分開示決定をした文書のうち、「土地売買に関する契約書」別表第２「物件そ

の他通常受ける損失補償の表示」のうち、個人を補償の相手方としているものにつ

いては、記載されている物件の所在地、種類、形状、単位、単価、金額及び損失の

種類の情報は、公にされていない特定の個人の財産に関する情報であるため、条例

第１４条第２号に該当し、また、地権者がどのような物件を所有しているかは不動

産登記事項によっても公示されず、同号ただし書イに規定する「法令等の規定によ

り又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報」とは言えな

いため、非開示とした。

第５ 審査会の判断

本件請求は、○○郡○○町（現在の○○）大字○○字○○（以下「○○」という。）

地区における昭和３７年頃及び昭和４７年頃に行われた道路拡幅工事に係る工事関係

文書及び登記関係文書の開示を求めるものである。これに対し実施機関は、本件請求

に係る公文書を保有する用地課及び藤岡土木事務所が、それぞれの所属で保有する分

について決定を行っている。本件事案は、実施機関のうち用地課が行った本件処分１

から本件処分６に対するものであることから、当審査会は、当該処分の妥当性につい
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て審議する。

１ 争点１（本件請求に係る公文書の特定について）

（１）本件公文書１から本件公文書３、本件公文書５及び本件公文書６について

審査会は、本件事案についての概要の説明を実施機関から受けたところ、実施機

関では、各土木事務所で作成・保存されていた用地買収に関する文書のうち、昭和

５４年度以前のもので、用地の所有権移転登記が完了せず未登記となった案件につ

いて、当該文書が編綴された用地買収調書等綴の簿冊ごと各土木事務所から引き継

いでおり、潰地調書として管理しているとのことである。そして、実施機関は、昭

和３０年度から昭和４６年度及び昭和５４年度の潰地調書を保有しており、これら

の潰地調書の中から本件請求に該当する場所及び年度の文書を特定したとのことで

ある。

審査会は、実施機関に対して条例第３０条第１項に基づき本件公文書１から本件

公文書３、本件公文書５及び本件公文書６の提示を求め確認したところ、次のアか

らカに分類できることから、当審査会は、この分類ごとに特定の妥当性について検

討する。

ア 昭和３７年度施行 主要地方道○○線 ○○郡○○町大字○○地内 道路改良

工事潰地調書綴（以下「昭和３７年度潰地調書」という。）

イ 昭和４５年度 主要地方道○○線 ○○郡○○町○○地内 道路改良工事潰地

調書（買収）（以下「昭和４５年度潰地調書１」という。）

ウ 昭和４５年度 主要地方道○○線 ○○郡○○村○○地内 ○○町○○・○○

地内 道路改良工事潰地調書（買収）（以下「昭和４５年度潰地調書２」という。）

エ 昭和４６年度 主要地方道○○線 ○○郡○○町○○地内 道路改良工事潰地

調書（買収）（以下「昭和４６年度潰地調書１」という。）

オ 昭和４６年度 主要地方道○○線 ○○郡○○町○○地内 雷電橋架換工事潰

地調書（寄附）（以下「昭和４６年度潰地調書２」という。）

カ 不動産の所有権移転登記完了について（昭和５３年１２月２８日決裁）（以下

「昭和５３年度文書」という。）

（２）昭和３７年度潰地調書について

実施機関は、本件公文書１から本件公文書３、本件公文書５及び本件公文書６と

して、昭和３７年度潰地調書を特定している。申立人は追加意見書において、○○

番地のみ土地寄附承諾書がないことや○○番地及び○○番地については、土地寄附

承諾書はあるが、土地分筆代位申告書、地形図、地積測量図等は付いておらず、都

合の悪い部分は見せないということが分かる一つの事例であると述べるが、審査会

が昭和３７年度潰地調書を確認したところ、実施機関が特定した文書以外に対象と

すべき文書の存在は認められなかった。

（３）昭和４５年度潰地調書１

実施機関は、本件公文書２及び本件公文書６として、昭和４５年度潰地調書１を

特定している。

審査会が昭和４５年度潰地調書１を確認したところ、実施機関が特定した文書以

外に対象とすべき文書の存在は認められなかった。

（４）昭和４５年度潰地調書２

実施機関は、本件公文書２及び本件公文書６として、昭和４５年度潰地調書２を
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特定している。

審査会が昭和４５年度潰地調書２を確認したところ、実施機関は昭和４５年度潰

地調書２のうち、○○番○○に係る所有権移転登記、土地地目変更登記及び土地分

筆登記の登記嘱託書、地形図、地積測量図を開示しているが、この文書は、昭和４

６年３月１日決裁「所有権移転登記並に分筆登記事務委託契約について（伺い）」

の起案文書の一部であり、ほかに回議用紙や登記事務委託契約書等が付いていた。

また、昭和４６年２月５日決裁「用地費及び補償費について（伺い）」の起案文書

については、開示文書以外に、○○町農業協同組合が作成した有線電柱移転工事費

の見積書が付いていた。さらに、昭和４６年３月５日決裁「所有権移転登記並に分

筆登記事務委託契約について（伺い）」の起案文書には、開示文書以外に、家屋補

償写真綴が付いていたが、実施機関に確認をしたところ、これらの文書については、

特定をしていないとのことであった。

条例に基づく開示請求の対象は「情報」ではなく「公文書」であるから、請求の

対象を情報単位で特定できたとしても当該情報が記録されている公文書全体が請求

の対象となるというべきであり、実施機関の取扱いとしては、開示請求者からの明

確な意思表示がある場合に限り、公文書の一部をページ単位で「請求対象外」とす

ることができるとしているところである。

したがって、実施機関が申立人の意思を確認することなく起案文書の一部を特定

したことは妥当ではなく、起案文書全体を対象公文書として特定すべきであった。

（５）昭和４６年度潰地調書１

実施機関は、本件公文書２及び本件公文書５として、昭和４６年度潰地調書１を

特定している。申立人は意見書において、開示された写真資料は各対象物件を個々

に撮影しているが一部欠落しており、一番確認したい部分のみなく、他の物件のよ

うに撮影したものは開示されなかったのはおかしいと述べるが、審査会が昭和４６

年度潰地調書１を確認したところ、実施機関が特定した文書以外に対象とすべき文

書の存在は認められなかった。

（６）昭和４６年度潰地調書２

実施機関は、本件公文書２として、昭和４６年度潰地調書２を特定している。

審査会が昭和４６年度潰地調書２を確認したところ、実施機関が開示した文書以

外に、○○番地及び○○番地の丈量図が付いていたが、実施機関に確認をしたとこ

ろ、この丈量図については、特定をしていないとのことであった。

条例に基づく開示請求の対象は「情報」ではなく「公文書」であるから、上記（４）

で述べた理由と同様の理由により、この丈量図も含め対象公文書として特定すべき

であった。

（７）昭和５３年度文書

実施機関は、本件公文書２及び本件公文書５として、昭和５３年度文書を特定し

ている。審査会が昭和５３年度文書を確認したところ、実施機関が特定した文書以

外に対象とすべき文書の存在は認められなかった。

（８）さらに、審査会は、実施機関に対して条例第３０条第４項に基づく調査を実施し、

執務室内、書庫及び文書館を入念に調査したが、上記（１）アからカ以外に対象と

すべき文書の存在は認められなかった。

（９）以上を総合すると、実施機関が本件請求に係る公文書として、昭和３７年度潰地

調書、昭和４５年度潰地調書１、昭和４６年度潰地調書１及び昭和５３年度文書を

特定したことは妥当であるが、昭和４５年度潰地調書２及び昭和４６年度潰地調書

２の一部を抜き出して特定したことは妥当ではなく、回議用紙等も含めた公文書全
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体を特定して、改めて決定すべきであると判断する。

２ 争点２（本件公文書４の公文書不存在決定について）

審査会が実施機関に確認したところ、本件請求４のうち、昭和４７年頃（前後）に

おける○○番地に係る道路拡幅工事に伴う関係書類資料類一式については、実施機関

で保管する潰地調書を調べたが、該当する場所及び年度の文書が保管されておらず、

執務室の書棚のほか、書庫や文書館等も含めて関係書類を探索したが保管されていな

かったとのことである。

審査会が、昭和３７年度潰地調書を見分したところ、○○番地については、昭和３

７年７月２５日付けで、土地所有者から実施機関に対し土地寄附承諾書及び土地寄附

證書が出されており、この土地寄附證書には、昭和３８年７月５日付けの前橋地方法

務局○○出張所の登記済印が押印されており、土地寄附承諾書には、完結の判が押さ

れていた。

このことからすると、前記１（１）のとおり、実施機関は、昭和５４年度以前のも

ので、用地の所有権移転登記が完了せず、未登記となった案件について、当該文書が

編綴された用地買収調書等綴の簿冊ごと各土木事務所から引き継いでいたとのことで

あり、昭和４７年頃（前後）における○○番地に係る文書を保管しておらず不存在

とする実施機関の説明に、特段不自然な点は認められない。

さらに、審査会は、実施機関に対して条例第３０条第４項に基づく調査を実施し、

執務室内、書庫及び文書館を入念に調査したが、本件公文書４として特定すべき文書

の存在は認められなかった。

以上のことから、本件公文書４が存在しなかったとする実施機関の判断に特段不合

理な点は認められない。

３ 争点３（条例第１４条第２号該当性）

申立人は、昭和４５年度潰地調書２のうち、昭和４６年２月５日決裁「用地費及び

補償費について（伺い）」の起案文書の特定個人との契約書に付いている「物件その

他通常受ける損失補償の表示」中の地番・種類について、当該倉庫がどこに建ってい

て、どのような建物で、誰が所有していたかは近隣では公の事実として承知していた

ことであり開示すべきと主張する。

審査会が、当該起案文書を見分したところ、この文書には用地買収に係る用地、建

物、工作物及び立竹木等の物件の所有者ごとの契約書等が付いている。この契約書に

は、「別表第１ 土地の表示」及び「別表第２ 物件その他通常受ける損失補償の表

示」が添付されているが、「別表第２ 物件その他通常受ける損失補償の表示」には、

物件の所在地、種類、形状、単位、数量、単価及び金額として、補償の相手方が所有

する各物件の内訳や補償内容等が詳細に記載されていた。

実施機関は、別表第２「物件その他通常受ける損失補償の表示」のうち、個人を補

償の相手方としているものについては、記載されている物件の所在地、種類、形状、

単位、数量、単価及び金額（以下「本件非開示情報」という。）を条例第１４条第２

号に該当するとして非開示にしているが、各物件の所有者氏名については開示してい

る。

通常、建物、工作物及び立竹木等の概況については、ある程度は土地の外部から観

望することができるものの、県の用地買収により不動産登記簿に登記されて公示され

るものとは異なり、実施機関が損失補償を行ったそれぞれの相手方に対する補償内容

等は、「法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定され
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ている情報」とは認められない上、補償金額の算定の要素となる建物や工作物等の内

部の構造、使用資材等の詳細は、一般人が通常の手段をもって知り得るものではなく、

また必ずしも公示される情報でもない。

実施機関が個人の氏名を開示していることからすると、その所有者が識別されてい

る財産に関する情報となることから、本件非開示情報は、公にされていない特定の個

人の財産に関する情報であると認められ、法令等の規定により又は慣行として公にさ

れ、又は公にすることが予定されている情報ではなく、条例第１４条第２号ただし書

イには該当せず、同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため、条例第１４条

第２号に該当し非開示が妥当である。

４ その他

審査会が本件公文書２及び本件公文書６を見分したところ、昭和４５年度潰地調書

２及び昭和４６年度潰地調書１の実施機関が非開示とした部分について、申立人は主

張していないが、用地補償費総括調書や個人別調書等、文書によって開示・非開示の

判断に不統一が見受けられたことから、実施機関は、改めて行う決定に当たっては、

非開示情報該当性の判断を適切に行うべきである旨を付言する。

５ 結論

以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

なお、申立人は、用地買収時に測量が行われていないことの是非や道路拡張工事の

際に公図を変えられたことなど種々主張をしているが、当審査会は、条例第２６条の

規定に基づく実施機関からの諮問に応じ、本件処分１から本件処分６の妥当性につい

て判断するものであり、申立人の当該主張の是非については、当審査会の判断すると

ころではない。

第６ 審査の経過

当審査会の処理経過は、以下のとおりである。
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審 査 会 の 処 理 経 過
年 月 日 内 容

平成２３年 ７月 ８日 諮問

平成２３年 ８月 ９日 実施機関からの理由説明書を受領

平成２３年 ９月２６日 異議申立人からの意見書を受領

平成２３年１０月 ３日 異議申立人からの追加意見書を受領

平成２３年１１月 ７日 審議（本件事案の概要説明）
（第１３６回 審査会）

平成２３年１２月１２日 審議（実施機関の口頭説明）
（第１３７回 審査会）

平成２４年 ２月１４日 審議（条例第３０条第４項による調査を実施）
（第１３８回 審査会）

平成２４年 ３月１９日 審議
（第１３９回 審査会）

平成２４年 ５月 ７日 審議

平成２４年 ５月１１日 答申
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別紙

本件処分１

該当文書 開示しない部分の概要 該当条文 非開示理由

土地寄附證書及び土地寄附 個人の印影 第１４条 特定の個人に関する情報であり、

承諾書」 第２号 個人を識別できる情報であるため

本件処分２

該当文書 開示しない部分の概要 該当条文 非開示理由

土地売買に関する契約書 個人の印影 第１４条 特定の個人に関する情報であり、

第２号 個人を識別できる情報及び個人の

金額（ただし、土地代金のみに 財産状況に関する情報であるため

関する場合は開示）

別表第２（物件その他通常受け

る損失補償の表示）

登記承諾書 個人の印影

寄附申込書

土地寄附證書

土地寄附承諾書

用地補償額決定協議書 建物補償費、工作物補償費、樹

用地補償費個人別調書 木、動産、動産移転、立木、祭

し料、仮住居、改葬、借受人、

小計及び合計

建物工作物等移転補償費 全部

調書（設計用紙を含む）

工作物補償費調書

立竹木補償費調書

動産移転補償費調書

祭し料補償費調書

改葬補償費調書

仮住居補償費調書

建物調査表（平面図を含む）

平面図（家屋）

住民票の写

印鑑証明願

戸籍

本件処分３

該当文書 開示しない部分の概要 該当条文 非開示理由

土地寄附證書及び土地寄附 個人の印影 第１４条 特定の個人に関する情報であり、

承諾書」 第２号 個人を識別できる情報であるため
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本件処分５

該当文書 開示しない部分の概要 該当条文 非開示理由

土地売買に関する契約書 個人の印影 第１４条 特定の個人に関する情報であり、

第２号 個人を識別できる情報及び個人の

金額（ただし、土地代金のみに 財産状況に関する情報であるため

関する場合は開示）

別表第２（物件その他通常受け

る損失補償の表示）

土地寄附承諾書 個人の印影

用地補償額決定協議書 建物補償費、工作物補償費、動

用地補償費個人別調書 産移転、立木、祭し料、仮住居、

改葬、小計及び合計

建物工作物等移転補償費 全部

調書

立竹木補償費調書

建物調査表（平面図を含む）

動産移転補償費調書

祭し料補償費調書

本件処分６

該当文書 開示しない部分の概要 該当条文 非開示理由

土地売買に関する契約書 個人の印影 第１４条 特定の個人に関する情報であり、

第２号 個人を識別できる情報であるため


